
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

４２６２９

基盤研究(C)

2014～2011

高校教育における生徒に応じた支援策のあり方―「諦め」意識と文化的資本の分析から－

A study to support the high school for students with problems

５０３３１４１８研究者番号：

山田　朋子（YAMADA, TOMOKO）

女子美術大学短期大学部・共通専門（教職課程）・教授

研究期間：

２３５３１０９９

平成 年 月 日現在２７   ６ ２３

円     3,900,000

研究成果の概要（和文）： 本研究では、多様な困難を持つ生徒への高校での支援策を検討するため、低学力で文化的
資本不足にある生徒の多い学校を中心に調査を行った。その結果、学校は文化的資本の支援を意識する現状にはなく、
生徒の基礎学力の定着による成功体験の蓄積と体験的キャリア教育によって自己否定感や諦め意識の改善を目指してい
ることがわかった。しかし、一部では外部組織と連携し、生徒が希望を持ち社会的自立を目指す取組や結果的に文化的
資本の補完につながったとされる取組等、今後に期待できる事例も見られた。米国では、生活環境や文化的背景に生徒
自身が誇りを持ち、成育過程で不足する文化的資本を補完する役割を果たす教育支援が明らかとなった。

研究成果の概要（英文）： The purpose of this study is to show how to support the high school students 
with problems. So, I investigated the school programs for high school students in Japan. The results are 
as follows: many schools do not have a way to resolve the problems about cultural background of the 
students. Those schools aim to give high academic achievement and carrier education to students. However, 
some schools have the better programs. For example, the school has the classes to grow up basic academic 
achievement for high school students. Other schools have the program to help those students who are low 
income family. And the schools in the US have the program which gives the courage and pride to students.
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１．研究開始当初の背景 

 生徒の意欲に関する研究は、近年多様な分

野から進められている。例えば、家庭の経済

力を指標とした学習に対する意欲形成、大学

進学意識の変容、「希望」についての労働経

済学からの研究成果等がある。また、「家庭

の経済的資本・文化的資本の充足度」と「子

どもの学力や意欲」の相関関係が指摘されて

いる。特に保護者の経済力が弱く生活習慣の

定着も不十分な子ども達は、低学力・低意欲

に苦悩している実態がこれまでの研究から

明かである。一方、人種や経済力、文化的資

本などによる社会的弱者の救済を目的とし

た米国のＮＣＬＢ法（どの子どもも置き去り

にしない法）が、低所得層・マイノリティ層

への教育の支援に適切に機能していない現

状や、その課題などが論じられている。そこ

で本研究では、学校教育として可能な支援に

注目した。 

 本研究代表者は、高校段階における「多様

な教育要求」に焦点を当て研究を推進してき

た。これまでの研究として、多様な教育要求

に対する学校改革の方向性と課題を明らか

にし、「困難」を持つ生徒の実態や、学校と

地域の関係性、学校が孤軍奮闘する努力の現

状を示し分析している。さらに米国研究から

は、学校現場が人種や階層による居住地域の

区別、学歴や経済力、教育価値の捉え方の違

い等から生じる深刻な格差や諸問題を改善

するための教育支援策の実践を検討してい

る。 

 
２．研究の目的 

本研究の目的は、低学力で多様な困難を持

つ高校生が、自分の将来に希望（意欲）を失

い諦め、学校に失望し苦悩する状況を脱し、

将来の社会を担う人材となるために、どのよ

うな支援を必要とし、有効なのかを明らかに

するため、「諦め」る子どもの背景にある家

庭の文化的資本の不足を補い、学力を高め、

将来に対しての希望（意欲）を生み出し得る、

学校教育での可能な支援策と課題を考察す

ることである。 

近年、展開されてきた高校改革の中で低学

力層の生徒の割合が高い高校では、主に大学

進学率を向上させ、地域社会からの評価を高

めるために、より学力が高く意欲の高い生徒

の獲得を目指す方向性が取られてきた。しか

し、このような改革は個別の学校の評価が向

上したとしても、低学力層の生徒が他の学校

へ入学することで生徒層が移動するにとど

まり、多様な困難の中で低学力、低意欲にあ

る生徒の現状に応じるものとなっていない。

高校教育全体としての課題解決のためには、

進学率や学力といった数値で示すことがで

きる学校毎の改革だけでなく、生徒個人の課

題に焦点を当て、学校教育としての支援の可

能性を明らかにすることが必要であると考

える。 

 
３．研究の方法 

 本研究では、高校における生徒の意識と家

庭状況、学校の取り組みを明らかにするため

の訪問調査を行う。加えて、子どもと学校を

支えるための外部の支援組織の聞き取り調

査を実施する。また、米国では貧困層が多い

地区に立地する学校への訪問を行い、子ども

の意欲や自尊心と学力形成のプログラムに

ついて調査する。 

 学校調査では、各教育委員会の高校政策の

中で、教育困難校の改革として注目される東

京都、神奈川県、佐賀県、大阪府、北海道の

事例に着目した。学校外部の支援組織では、

教育困難校への教師派遣を行っているＮＰ

Ｏ法人、学校と連携し就労支援のプログラム

を始動させているＮＰＯ法人への聴き取り

を行う。米国ハワイ州の調査では、大学と高

校が連携し、大学進学が身近ではない生徒へ

の進学意欲と条件を高める支援プログラム

や生徒の出自や文化的背景を尊重し自己肯

定感を高める取り組みを調査する。 

 これらの調査結果から、貧困で低学力低意

欲の高校生に対して、将来の意欲と学力向上

を目指した学校教育の支援策の現状を検証

し課題を示す。 

 



 
４．研究成果 

（１）高校教育における学力低位層の生徒が

多い学校での教育保証に関する捉え方を整

理すると以下のようである。中央政策では高

校教育の質の確保として、「共通性の確保」

と「多様性への対応」が必要とされ、その一

部として、義務教育段階の学習内容が未習得

の高校生の存在を認め、「学び直しへのニー

ズが非常に高まっている」としている。 

 また、全国高等学校長協会の調査からは、

「社会で生活していく上で、基礎となる事柄

を学力を含めて身に付けさせる指導が課題」

（全国高等学校長協会、平成２５年度プロジ

ェクト研究報告書、「高等学校政策全般の検

証に基づく高等学校に関する総合的研究」、

平成２４年度教育課題検討委員会アンケー

ト調査、320頁）とされる。 

 このような義務教育段階の学習内容に対

する高校の積極的な取り組みからは、旧来の

高校が選抜者主義の教育機関であることを

建前とした姿勢と比して、より現実に即した

ものとなりつつあることがわかる。しかしな

がら、教育困難校の生徒に必要な「学び」の

あり方についての具体的な言及は明確では

ない。 

（２）各自治体の高校教育政策では、様々な

手段で生徒の多様性に対応するための施策

が実施されている。例えば、単位制による全

日制普通科や総合学科、定時制・通信制、多

部制（昼夜間定時制）、等の制度を組み合わ

せることによって、学校内で幅広い選択幅を

保障し、多様な個別の教育要求に応じる条件

を提供する場合や、「○○スクール」等の名

称を使用し特化した教育を行うことを特色

とする場合等、義務教育段階で自己肯定感が

低く、諦めてしまう子ども達に再チャレンジ

する場を保障する高校の設置がある。 

 また、一部にはこのような取り組みが外部

に伝わるよう小中学校レベルの学習の「学び

直し」、「基礎学力の定着」等の文言を学校案

内や学校要覧等、学校の公的な文書に示して

いる高校もみられる。 

 その中で、全日制学年制を採用し単位制よ

りも固定的な条件の強みを活かした先駆的

な東京都のエンカレッジスクール、それらを

モデルとしながらも「支援教育」の捉え方に

独自性を持つ神奈川県のクリエイティブス

クール、単位制の良さを活かしながら学年制

的な運用をすることで成果を出している佐

賀県立高校、少人数の利点を活かした北海道

立高校の取り組みが注目される。 

（３）各学校の生徒の実態と取り組みからは

以下のことが明らかとなった。生徒の諦め意

識が、学力面での失敗体験だけでなく、幼少

期からの成育歴によるものであると学校現

場が認識し、多様な面での育ち直しの場を提

供している。 

 エンカレッジスクールの１つでは、全日制学

年制の枠組みの中で、規則正しく通学し高校生

活を過ごすことを求めている。その上で、学校

独自に義務教育段階の基礎学力育成のための

科目を設置し、並行して地域と連携した体験学

習を多く取り入れることで学力以外の部分の

経験不足を補い成功体験を積み重ねさせ、意欲

を持たせようとしている。また別の学校では、

一般的な高校普通科の枠組みを維持すること

で生徒に高校生としての尊厳を持たせようと

している。神奈川県では、障害を持つ子どもだ

けに限定された「特別支援教育」ではなく、低

学力や家庭環境、経済面などを含め様々な困難

を持つ全ての生徒を支援する「支援教育」の一

つとして、クリエイティブスクールでの取り組

みがなされている。その１つでは、大学生の活

用による進学意欲の向上と学力補習、外部ＮＰ

Ｏ組織の図書館空間を利用した生徒への対応

による困難の緩和や文化的資本不足の補完、就

労体験と就業意欲の育成等、外部との多様な連

携でも成果を上げている。また、自治体全体と

しての政策には至らないものの、独自性を持つ

佐賀県立高校では、同校独自の条件整備が確保

され、１学級２０名以内、教員加配、多様な学

習方法、家庭との連携を行い、生徒個々人の経

験値に応じた自己肯定感の育成を目指してい

る。一方、北海道立高校では、生徒の現状から

対応の必要性に迫られたことで、地域の要望を



背景に当該校地域の町教育委員会の支援を受

け、家庭科の教員が中心となって生徒個々に応

じた取り組みを行っている。 

 これらの事例では、個々の生徒の状況に応じ

た学力、生活力、社会適応力、自己肯定感の育

成を目指そうとする教員の支援意識、また、小

中学校時代に形成された学校に対する否定的

印象が肯定的なものになったとする生徒の意

識の変化も見られた。しかしながら、学力の定

着に関しては義務教育段階での教授学習方法

を繰り返すことの限界や学力を生活に活かす

ことが実感できる新たな学習方法の開発、学校

の学習内容と実社会で必要な力のズレの補正、

正規就職を獲得し継続できる力を育成するた

めの実践的なキャリア教育等に課題もあるこ

とがわかった。 

（４）そのような課題に応じる一つの支援とし

て外部組織との連携が試みられている。近年、

学校と地域社会の連携の重要性は認識され、多

くの学校で実現を見た。しかし、それらは地域

社会との交流活動にとどまり、学校が必要とす

る支援を得るための連携とすることは難しい

場合が多い。もちろん地域社会との関わりは必

要であるが、高校の場合、通学区が広範囲に渡

るため、広域の社会全体と学校の連携を調整す

る外部組織の役割が重要となる。そこで、以下

の取り組みに着目した。 

 米国で注目されているＮＰＯ法人「ＴＦＡ

（ティーチ・フォー・アメリカ）」では、教

育困難な学校や貧困層の子ども支援のため

の新人教員派遣プログラムを実施している。

そして、そのモデルを日本に導入しつつある

ＮＰＯ法人「ＴＦＪ（ティーチ・フォー・ジ

ャパン）」では、教育困難な生徒に対する教

育意欲の高い若手教員を、そういった学校に

派遣する取り組みで、若手教員とともに学ん

だ生徒達の意欲が向上しているとの成果が

上がっている。米国のＴＦＡと日本のＴＡＪ

との違いは、若手人材の供給環境である。Ｔ

ＦＡの若手人材にとって教育困難校での教

育経験は、教育界以外の分野へのキャリアア

ップにつながることが強い動機付けとなっ

ており、数年単位の短期間で常に高い動機と

意欲の新しい人材が供給される。日本では採

用選考を経た上で、正規の教員となった新採

用の教員が派遣されることになるため、教育

困難校での活動が心身の疲労や無力感を残

すのではなく、その後の教職歴でも高い意欲

を維持させ生徒の意欲向上に活かせるよう

な仕組み作りが課題である。 

 神奈川県立Ｔ高校では外部支援団体との

間で設置されたプログラムとして「バイター

ン」に取り組んでいる。これは、生徒に将来

の就労や社会参加への意欲と自信を持たせ

る試みとして、キャリア教育が卒業後の就労

につながりにくいことや、貧困層家庭の生徒

が無報酬での企業の就労体験に参加しにく

いことに応じる有効策として展開しつつあ

る。この取り組みでは、特別な学校の短期間

の試みではなく、継続し安定的な事業となる

ための財的条件の確保、このような支援を必

要とする他の学校への拡大を目指すための

条件整備が必要であることがわかった。 

（５）米国においても、特に貧困層の子ども

達が「諦め」意識から脱却し、高い「意欲」

を持つための方策は課題となっている。調査

の結果、ある文化的背景を持つ貧困層の子ど

も達は、狭義のエリアで生活し、学校教育に

対する積極的な姿勢や肯定的評価が低く、親

戚家族のつながりが非常に強い傾向にある。

そして、周囲の大人に大学等の高等教育機関

への進学経験がいないことも多い。その結果、

大学進学志望を持っても、その意欲を萎えさ

せてしまう周囲からの影響を強く受けるこ

とがわかった。（ただ、就職に関しては日本

のように終身雇用が是とされる前提が少な

いため、短期雇用での就業が問題とされるこ

とはないとのことである。） 

 そういった状況を改善するためのプログ

ラムを設置する学校が重視するのは、短期的

なスキルよりも、諦め意識の克服、自信と自

己肯定感、意欲を高める支援であった。 

 オアフ島南西部に位置するハイスクール

は、低所得者層のネイティブハワイアンの生

徒の比率が高い。シニアの学年になると複数

設置されている専門コース（名称：アカデミ



ー）から希望のアカデミーを選択することで

専門性を高める教育を行っている。その中で、

ネイティブハワイアンの生徒には、特定のア

カデミーを選択させ、そこで集中的な学習を

行っている。例えば、ネイティブハワイアン

の歴史と文化を教え、生徒の帰属集団につい

ての誇りと肯定感を持たせること、座学だけ

でなく体験から学ぶことを重視し、地域の企

業と連携して卒業後の就職につながる就業

意識を育成すること、生徒が教員を家族の様

に感じる肯定的な関わりを日常的に実施す

ることなどである。 

 ハワイアンだけでなく他の民族も含めた

低所得家庭の生徒が多い３つのハイスクー

ルでは、Early Collegeプログラムを導入して

いる。これは、ＮＰＯ法人と州教育委員会が

連携し、低所得者層の生徒に対して大学進学

のチャンスを支援するためのプログラムで

ある。例えば、ハイスクールで大学教員が授

業を行い、そこで得た単位は高校卒業のため

だけでなく、大学での履修単位としてもカウ

ントされる。そのため、ハイスクール在学中

に複数の単位を取得することで、大学入学後

に卒業までの期間を短縮することができ、必

要な教育費を低く押さえることができる。そ

ういった物的財的条件だけでなく、生徒の生

活環境に大学教育を受けた経験のある大人

がいない場合には、大学教員と接することで

生徒が大学教育を身近なものとして捉えら

れるという点で、学習への意欲形成手段とし

ても有効に作用している。 

 ところで周知のように米国の場合、地域の

公立学校ではハイスクールであっても選抜

試験を実施しない。特に貧困層の多い地域や

移動手段の乏しい地域の子ども達は、その多

くが初等教育から中等教育段階まで継続し

て地域の学校で学ぶことになる。そのため、

学校間の連携によって子どもの意識形成を

継続的に図ろうとする試みもなされている。

この点からエレメンタリー・ミドルスクール

の成果にも調査範囲を広げた。対象としたの

はハワイアン系・フィリピン系・ポリネシア

系人種の割合が高く、フードスタンプ受給や

ホームレスの保護者、教育に積極的ではない

家庭環境にある児童が多数を締めながらも、

ハワイ州の読み書きの学力テストで州の上

位３校に入る学校である。同校では日常生活

の中で、教員が子どもの良さを見つけ、小さ

な事を褒め、必要があれば子どもの身支度

（衣、食、身の清潔）を整え、子どもを抱き

しめ、保護者と気軽に会話する。栄養状態を

改善する補助金を獲得し、学力不足の子ども

への個別の補習等を行う。子どもの「やる気」

を伸ばし、成育環境を改善するために、学校

の場だけでなく、子どもが学校生活で得た経

験を家庭生活にも反映させる手段を講じる

など、子どもの背景にある家庭を見据えた支

援施策が興味深い。 

 加えて、ハワイ州オアフ島でもっとも貧困

率の高い西部地域の学校および子どもへの

支援事業「ＫＯＮＩＳＨＩＫＩ基金」の調査

を行った。そこからは、同地域の子ども達の

環境について、大学進学者の皆無に近い状況、

地域外の世界を知らずに育つことから生み

出される低意欲や低学力などの課題が明ら

かとなった。それを克服するための学校教育

の重要性、学校を支援する外部との連携、成

功者との身近な接触等、特に子ども達と同じ

困難を抱えた当事者であった大人が担う外

部組織が支援することでの成果が上がって

いる。 

（６）学校現場の教員は、家庭環境が生み出

す生徒の低学力や意欲不足の深刻さ、それに

伴う生徒の負の将来像を認識し、それに対す

る支援の必要性を述べる。その中で、多様な

困難を持つ生徒への支援に特化した高校の

取り組みは、現状の学校教育の枠組みの中で

工夫された実践といえる。一定数の生徒に自

己肯定感と意欲を育み、将来に希望を抱かせ、

生徒と教員のアットホームな関係性を作る

ことで、生徒が学校教育を肯定的に捉えると

いった成果を生みだしている。 

 しかし、従来の義務教育内容に沿った基礎

学力の育成を目指していること、外部組織と

の連携条件や財政的条件が不安定であるこ

と、生徒の将来との連続性が難しいキャリア



教育、学校教育で提供する教育内容と社会で

の生きる力とのズレ等、その課題も多く、新

たな基礎学力の捉え方、教育困難校の生徒が

背負う現状を肯定的に理解した支援の捉え

方と条件整備、社会人として必要な準備教育

としての学習内容のあり方等を、高校教育全

体の課題として検討する必要がある。また、

支援を必要とする生徒の割合に比べて、現状

は極めて限られた学校での試みにとどまっ

ていることは、教育困難校への理解の不十分

さと、取り組みを一般化することへの困難さ

を示しているといえよう。 
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